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  商号
株式会社 日立製作所

  URL
https://www.hitachi.co.jp/

  本社所在地
〒100-8280
東京都千代田区丸の内
一丁目6番6号

  創業
1910年（設立1920年）

  資本金
458,790百万円

  従業員数
295,941人

  発行済株式総数（自己株式を含む）
966,692,677株

  株主数
327,497人

  株主名簿管理人
東京証券代行株式会社
〒101-0054
東京都千代田区神田錦町
三丁目11番地
NMF竹橋ビル6階
電話：0120-25-6501
（フリーダイヤル）

  上場証券取引所
東京、名古屋

  会計監査人
EY新日本有限責任監査法人

  連絡先
株式会社 日立製作所
ブランド・コミュニケーション本部
広報・IR部
電話：03-3258-1111
E-mail：ir.info.hq@hitachi.com

データセクション

  大株主（上位10名）

株主名 所有株式数（株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 71,017,400 7.35

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 61,402,500 6.36

日立グループ社員持株会 20,694,676 2.14

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口9） 20,016,500 2.07

日本生命保険（相） 18,652,999 1.93

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口5） 17,676,200 1.83

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー 505234 16,620,287 1.72

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505001 15,466,269 1.60

ジェーピー モルガン チェース バンク 385151 15,016,920 1.56

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 14,728,535 1.53

*持株比率については、自己株式（1,086,667株）を除いて算出しています。

  格付情報

格付会社 長期会社格付け 短期会社格付け

スタンダード&プアーズ（S&P） A A‒1

ムーディーズ A3 P‒2

格付投資情報センター（R&I）  A+*  a‒1*

*R&Iは2019年8月にA+からAA‒へ、a‒1からa‒1+へ格上げ
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所有株式数

966,692,677株

金融機関・証券会社
35.14％

個人・その他
19.93％

外国人
43.23％

その他の法人
1.70%

政府・地方公共団体
0.00%

当社の詳細については、Webサイトをご覧ください。

  株主構成

区分 株主数（人） 所有株式数（株）

 金融機関・証券会社 338 339,660,799

 個人・その他 322,738 192,695,071

 外国人 1,423 417,931,258

 その他の法人 2,993 16,390,237

 政府・地方公共団体 5 15,312

合計 327,497 966,692,677

*自己株式は、「その他の法人」に含めて表記をしています。

日立グループについて
https://www.hitachi.co.jp/about/corporate/
（日本語）

https://www.hitachi.com/corporate/about/
（英語）

株主・投資家向け情報
https://www.hitachi.co.jp/IR/
（日本語）

https://www.hitachi.com/IR-e/
（英語）

サステナビリティ
https://www.hitachi.co.jp/sustainability/
（日本語）

https://www.hitachi.com/sustainability/
（英語）

Webサイトのご案内

このたび、「日立 統合報告書 2019」を発行するにあたり、

監修責任者としてご挨拶を申し上げます。

日立製作所では、2016年度より当社グループの中長期的

な価値創造についてのご理解を深めていただくことを目

的として、統合報告書を発行しています。

4年目となる2019年版の制作にあたっては、2019年5月

に発表しました新しい中期経営計画である「2021中期経

営計画」で掲げたビジョン・目標と、その達成を通じた企

業価値向上ための取り組みについて、ご紹介しています。

また当社CEOが、当社経営陣を代表して、巻頭に署名付

きのメッセージを発信しています。

本報告書が、お客さま、株主・投資家等のステークホルダー

の皆さまに、当社グループをより一層ご理解いただき、建

設的な対話の機会の一つとなれば幸いです。そして、さら

なる開示の充実と透明性の向上を図っていきたいと考え

ておりますので、忌憚のないご意見をぜひお寄せください。

「日立 統合報告書 2019」の発行にあたって

2019年9月

代表執行役 執行役専務

法務・リスクマネジメント・コーポレートコミュニケーション責任者

兼CHRO兼人財統括本部長兼安全マネジメント推進本部副本部長

中畑 英信

105




